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貸 借 対 照 表 
（20２3年12月31日現在） 

（単位：千円） 

科  目 金 額 科  目 金 額 

（資産の部）  （負債の部）  

流動資産 581,668 流動負債 76,597 

現金及び預金 239,957 買掛金 773 

売掛金 10,855 レンタル未払金 2,526 

機器レンタル未収金 46,286 調査未払金 805 

計測未収金 11,643 工事未払金 6,765 

完成工事未収入金 89,941 未払金 2,742 

棚卸資産 172,182 未払費用 13,257 

その他 10,801 短期リース債務 2,273 

  短期借入金 25,000 

  未払法人税等 2,897 

  未払消費税 11,252 

固定資産 273,968 賞与引当金 3,220 

有形固定資産 250,297 預り金 5,038 

建物付属設備 3,235 その他 
51 

 

機械装置 1,714   

レンタル資産 238,238 固定負債 7,267 

什器備品 1,111 長期リース債務 4,416 

リース資産 5,997 退職給付引当金 1,849 

  その他固定負債 1,001 

    

  負債合計 83,866 

無形固定資産 19,787 （純資産の部）  

電話加入権 145 株主資本  

ソフトウェア 19,642 資本金 100,000 

  資本剰余金 70,000 

投資その他の資産 3,883 その他資本準備金 70,000 

差入保証金 3,614 利益剰余金 601,771 

保険積立金 153 利益準備金 23,718 

出資金 10 その他利益剰余金 578,053 

長期前払費用 105 繰越利益剰余金 578,053 

    

  純資産合計 771,771 

資産合計 855,637 負債純資産合計 855,637 
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損 益 計 算 書 

 2023年 1月 1日から 

2023年12月31日まで 
(単位：千円) 

科   目 金    額 

売上高  665,380 

売上原価  462,951 

売上総利益  202,429 

販売費及び一般管理費  146,428 

営業利益  56,001 

営業外収益   

受取利息 1  

雑収入 296  

  298 

営業外費用   

支払利息 355  

雑損失 0  

  355 

経常利益  55,943 

特別利益   

固定資産売却益 1,737  

  1,737 

特別損失   

固定資産除却損 0  

  0 

税引前当期純利益  57,681 

法人税、住民税及び事業税等 15,422  

法人税等調整額   

  15,422 

当期純利益  42,258 
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株主資本等変動計算書 
 2023年 1月 １日から 

2023年12月31日まで 

 
（単位：千円） 

 
株 主 資 本 

評価・

換算 

差額等 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 自

己

株

式 

株主資本 

合  計 

その他 

有価証券 

評価差額金 資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金 

合      計 別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 100,000 50,000 21,567  532,674 554,241  704,241  704,241 

当期変動額           

別途積立金の積立て   2,151  △2,151 0  0  0 

剰余金の配当     △21,510 △21,510  △21,510  △21,510 

当期純利益     42,258 42,258  42,258  42,258 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額） 
 20,000   26,781 26,781  46,781  46,781 

当期変動額合計  20,000 2,151  45,378 47,529  46,896  46,896 

当期末残高 100,000 70,000 23,718  578,053 601,771  771,771  771,771 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

第34期決算公告 

4 

 

 
個別注記表 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

1）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・未成調査支出金       個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

             切下げの方法により算定）を採用しております。 

・製品、原材料、仕掛品  個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

             切下げの方法により算定）を採用しております。 

・貯蔵品         個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

             切下げの方法により算定）を採用しております。 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

1）有形固定資産        

              定率法（ただし、建物附属設備については定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物付属設備         10～15年 

機械及び装置        2～12年 

工具、器具及び備品     4～15年 

 

2）無形固定資産      定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年） 

に基づいております。 

 

3）リース資産       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。     

               なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が 

      2008年9月30日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に 

              準じた会計処理によっております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

1）賞与引当金       従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

2）退職給付引当金     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に 

              つきましては、中小企業退職金共済金に積立を行っております。また、一部中 

              小企業退職共済金の制度導入前の退職金制度の積立金は、支給見込額を計上 

              しております。 

 

(4) 収益及び費用の計上基準 

収益認識会計基準等を適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は 

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

1)収益の計上基準 

・レンタル事業部門         売上は、レンタル期間に応じて当期分を計上しております。 

・ジオテクニカル事業部門    

            本社   ；売上は、請け負った業務の内、月内に終了した部分は、月末に売上 

                  計上し、完成業務高及び完成業務原価を計上しております。 

           東京支店 ；収益認識基準等を適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に

移転した時点で当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる

金額で収益を認識することといたしました。 

           完成業務高及び完成業務原価の計上基準 

1）履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識 

履行義務の充足に係る進捗率の見積方法は、主として発生原価に 

基づくインプット法によります。 

 

  

（リース資産を除く） 

 

（リース資産を除く） 
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 2) 原価回収基準によって収益を認識 

進捗率を見積もることができない業務は、代替的な取り扱いを適用し、   

原価回収基準で収益を認識しております。 

・製造事業部門             売上は、着荷基準としております。 

                   なお、月末最終営業日出荷分は、得意先到着日が次月になるとみなす、   

                  みなし着荷基準を採用しております。 

・その他                実現主義により認識し、発生した期間に正しく割り当てられるように 

     計上しております。 

2)費用の計上基準 

 発生主義により認識し、費用収益対応の原則に則って計上しております。 

 

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

1）担保に供している資産 

 該当事項はありません。 

2）担保に係る債務 

     該当事項はありません。 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額           831,902千円 

(3) 期末日満期手形の会計処理 

  該当する事項はありません。 

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

  短期借入金                  25,000千円 

 

３．損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 

  営業取引による取引高 

    1）売上高                   282,158千円 

    2）仕入高                        23,823千円 

 3）販売費及び一般管理費               25,165千円 

  営業取引以外の取引高                 355千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項 

株式の種類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普通株式 3,000株 0株 0株 3,000株 

 (2) 配当に関する事項 

1）配当金支払額等 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2023年3月7日 

定時株主総会 
普通株式 21,510 7,170 2022年12月31日 2023年3月7日 

2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

普通株式 21,120 利益剰余金 7,040 2023年12月31日 2024年3月6日 
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５．リースにより使用する固定資産に関する注記 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 リース資産の内容 

   有形リース資産    社有車 3台 

 

６．関連当事者との取引に関する注記 

親会社及び法人主要株主等 

（単位：千円） 

種類 
会社等の 

名  称 
所在地 

資本金又は 

出 資 金 
事業の内容 

議決権等の所有 

(被所有)割合 

親会社 応用地質株式会社 東京都千代田区 16,174,600 

インフラ・メンテナ

ンス、防災・減災、

環境、資源・エネル

ギーの分野で持続可

能な社会に貢献 

被所有割合 

直接100.0％ 

 

関連当事者との関係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 
役員の 

兼任等 
事業上の関係 

兼任3名 

現場計測機器

のレンタル業

務等 

現場計測機器のレン

タル業務等の取引 
278,124 業務未収入金 26,295 

業務の仕入 11,324 未成業務受入金 - 

家賃等の支払い 11,613 業務未払金 575 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 現場計測機器のレンタル業務の価格については、見積協議等を行い価格交渉の上、決定しております。 

② 事務所の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

  (1) １株当たり純資産額            257,257円22銭 

  (2) １株当たり当期純利益             14,086円04銭 

 

８．重要な後発事象に関する注記 

 特記すべき事項はありません。 

 

９．その他の注記 

 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 

 


